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廃 棄 物

一般廃棄物 産業廃棄物
区 分

産業廃棄物以外の廃棄物（生活系又は事 事業活動に伴って発生する廃棄物のうち
業系のごみ，し尿など） で，汚泥，木くずなど20種類の廃棄物

・排出抑制，分別排出の実施，再生品の
国 民 利用等廃棄物の減量，適正な処理につ

いて地方公共団体の施策へ協力

事 業 者
・自ら排出した廃棄物の処理（処理業者への委託もできる）
・適正な処理が困難にならないような製品，容器等の開発を行う

・一般廃棄物処理基本計画の策定 ・一般廃棄物と併せて産業廃棄物の処理
・計画処理区域内の処理 もできる

市 町 村 ・一般廃棄物処理業の許可
・廃棄物減量等推進審議会の設置及び廃
棄物減量推進員の委嘱

都 道 府 県
・国民及び事業者の意識の啓発 ・産業廃棄物処理業の許可
・市町村への技術的援助 ・事業者・処理業者の指導

国 ・技術開発の推進，地方公共団体への技術的・財政的支援

第５節　資源循環型社会の形成 

１　一般廃棄物の現状と対策  
　廃棄物には，事業活動に伴って排出される産業廃棄物と，ごみやし尿など主に日常生活
に伴って排出される一般廃棄物がありますが，その処理については「廃棄物の処理及び清
掃に関する法律」により国民，事業者，市町村，県及び国の責務が規定されています。
　（表１－78）  

表１－78　廃棄物の種類とその処理責務                                                                
 

　(1)　現状  
　　①　ごみ処理  

　ごみ処理は，収集・運搬，中間処理及び最終処分のプロセスからなり，排出されたご
みを資源化・再利用により減量化した上で環境保全上支障が生じないよう衛生的に処理
することを基本に行われています。減量化，無害化，安全化等を図るためのプロセスを
中間処理（破砕，圧縮，焼却等）といい，廃棄物を最終的に処分するプロセスを最終処
分（埋立処分，海洋投入処分）といいます。  
　平成16年度における県内のごみの排出総量は634,894tであり，市町村の直営，委託及
び許可業者等により収集している566,499tと，事業所等から直接搬入される64,563tが市
町村の焼却施設，埋立処分地等で処理処分されています。 
　また，事業活動に伴って生じるごみについては，事業者自らに処理することを求めて
いる市町村が大部分ですが，一部の市町村では許可業者によって収集されたこれらのご
みの処理を行っています。  
　平成17年度末現在，ごみ焼却処理施設は36施設，それ以外の中間処理施設は21施設
が整備済みです。            
　埋立処分地施設については，25施設が浸出水処理施設を有しています。
（表１－79，資料編８－(1) )
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年 度 12 13 14 15 16

計 画 処 理 人 人 人

1,792,040 1,782,298区域内人口① 1,801,804 1,793,686

ご 578,862 566,499計画収集量② 595,349 578,415 576,620

み 59,566 64,563直接搬入量③ 104,269 103,137 73,488

排ｔ 4,000 3,832自家処理量④ 9,871 4,412 3,048

出／ ％ ％ ％

量年 642,428 100.0 634,894 100.0計⑤ 709,489 100.0 685,964 100.0 653,156 100.0

450,820 70.2 444,547 70.0
計

焼 却 494,270 69.7 475,174 69.3 450,270 68.9

画
70,023 10.9 71,602 11.3埋 立 124,338 17.5 111,748 16.3 83,246 12.7

処ｔ
3,197 0.5 3,789 0.6高速堆肥化 537 0. 1 692 0. 1 2, 389 0. 4

理／
0 0.0 0 0堆肥化・飼料 0 0. 0 0 0. 0 0 0. 0

量年
118,061 18.3 114,307 18.0その他 80,295 11.3 93,307 13.6 113,654 17.4

642,101 99.9 634,254 99.9計 699,440 98.6 680,921 99.3 649,559 99.4

1人1日当たり排出

979 976量（g／人・日） 1，079 1,044 998

％ ％

人 人

1,800,152

表１－79　ごみ処理状況

　資料：一般廃棄物処理事業実態調査

　　　※計画処理量＝②＋③

　　　１人１日当たり排出量＝（⑤／①／365日×1,000,000）

　②　し尿処理
　　ア　し尿処理

　し尿処理は，図１－46のようなシステムで行われています。
　平成16年度における県内のし尿総排出量（公共下水道で処理されるし尿を除く）は
761,676kℓ／年であり，このうち754,656kℓ／年（90.3％）を市町村が収集し処理してい
ます。
　一般廃棄物の収集，運搬及び処分は，法令上，市町村の直営又は委託により行うこと
が原則とされていますが，し尿の収集はこれまでの経緯もあり，大部分が許可業者によ
り行われています。
　し尿を衛生的に処理するために，公共下水道の整備が進められていますが，平成16年
度末の普及率が33.1％（全国62.7％）であることから，汲み取りし尿や浄化槽汚泥を処
理するし尿処理施設は依然として重要な地位を占めています。
　また，水洗化志向の高まりに伴って浄化槽の普及率が著しく，公共下水道の普及とあ
いまって，汲み取りし尿は減少し，浄化槽汚泥の収集量が増加してきています。
　収集されたし尿の大部分（686,638kℓ／年）は，し尿処理施設で処理されていますが，
海洋投入処分（48,899kℓ／年），農地還元等も行われています。
（表１－80，資料編８－(3) ）
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図１－46 し尿処理システム

公共下水道

水 洗 便 所 コミュニティ・プラント

浄化槽

農業集落排水施設等

水洗便所以外 計画収集による汲み取り

自家処理

年 度 12 13 14 15 16
計 画 処 理 人 人 人 人 人
区 域 内 人 口 1, 801, 804 1,800,152 1,793,686 1,792,040 1,782,298
計 計 し尿処理施設 670,312 85.2 706,434 87.6 705,503 88.9 717,278 89.2 686,638 90.1
画 画 海 洋 投 入 88,594 11.3 56,511 7.0 53,617 6.8 56,276 48,899 6.4
処し 処 農 地 還 元 21,247 2.7 37,537 4.7 26,167 3.3 20,772 2.6 23,521 3.1
理尿 理 そ の 他 1,846 0.2 1,773 0.2 6, 100 0.8 7,517 0.9 1, 107 0.1
区処 量 計 781,999 99.4 802,255 99.5 791,387 99.7 801,843 99.7 760,165 99.8
域理 自家処理量 4,978 0.6 4,195 0.5 2, 386 0.3 2,527 0.3 1, 511 0.2
内量 計（ｋ ） 786,977 100.0 806,450 100.0 793,773 100.0 804,370 100.0 761,676 100.0

公共下水道 人 人 人 人 人
水 人 口 543,247 561,157 563,224 576,509 590,535
洗 730,895 730,740 747,484 730,017 753,233
化 浄化槽人口 (3, 801) (4, 489) (5, 885) (3, 467) (3, 437)

計 1,274,142 1,291,897 1,310,708 1,309,993 1,343,768
非 計画収集人口 519,811 501,694 479,176 478,626 436,176
水洗 自家処理人口 7,851 6,561 3, 802 3,421 2, 354
化 計 527,662 508,255 482,978 482,047 438,530

ℓ

7.0

　イ　浄化槽  
　　(ｱ)　浄化槽の設置基数  

　浄化槽の設置基数は，昭和50年頃，約２万基であったものが年々増加しており，平成
17年度は9,140基が設置され，平成17年度末で，約27万基になっています。 
　また，生活雑排水とし尿を併せて処理する合併処理浄化槽については，浄化槽法の改
正に伴い，平成13年度以降，原則として設置が義務づけられたこともあり，平成17年度
末で合併処理浄化槽の数は108,761基（40.7％）となっています。 
（表１－81，表１－82）

　　(ｲ)　法定検査  
　浄化槽は，浄化槽法の施行（昭和60年10月１日）に伴い，使用開始後の検査（法第
７条）及び定期検査（法第11条）が義務づけられましたが，本県においては，浄化槽法
第57条の規定に基づき「財団法人鹿児島県環境検査センター」がこの法定検査の検査機
関として知事の指定を受け，検査業務を実施しています。  
　平成17年度の検査結果は，それぞれ表１－83，表１－84のとおりですが，不適正で
あると判定された主な原因としては，使用開始後の検査では，不適正工事，無管理が，
また，定期検査では施設の老朽化，構造上の欠陥，不十分な維持管理等があげられます。 
 なお，定期検査結果の推移を表１－85に示しました。

  
表１－80  し尿処理状況

　（注）　し尿総量＝汲み取りし尿量＋浄化槽汚泥量

　　　　　浄化槽人口欄の（　）は，コミュニティプラント人口の内書きを示す
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年 度 基 数 年 度 基 数 年 度 基 数

50 21,759 62 104,045 11 228,865

51 27,101 63 111,343 12 231,865

52 32,972 元 119,219 13 240,696

53 40,515 2 127,995 14 249,407

54 48,085 3 137,104 15 254,554

55 55,693 4 147,603 16 259,204

56 63,318 5 158,605 17 266,969

57 70,445 6 170,188

58 78,004 7 181,851

59 80,976 8 194,087

60 88,669 9 206,250

61 95,680 10 211,890

人 槽
～20 21～100 101～200 201～500 501～3000 3001～ 計

区 分

単独処理浄化槽 145,634 11,608 675 286 5 0 158,208

合併処理浄化槽 102,725 3,895 918 911 299 13 108,761

人 槽
浄化槽の 検 査

適　正 概ね適正 不適正
種 別 実施数 件数 （％） 件数 （％） 件数 （％）

5 単独 - - - - - - -

～ 10 合併 8, 546 8,017 93.8 359 4.2 170 2.0

11 単独 - - - - - - -

～ 20 合併 188 171 91.0 7 3.7 10 5.3

21 単独 - - - - - - -

～ 50 合併 266 227 85.3 15 5.6 24 9.0

51 単独 - - - - - - -

～200 合併 86 69 80.2 6 7.0 11 12.8

201 単独 - - - - - - -

～500 合併 27 20 74.1 6 22.2 1 3.7

501～ 単独 - - - - - - -

合併 7 6 85.7 1 14.3 - -

合 計 単独 - - - - - - -

合併 9,120 8,510 93.3 394 4.3 216 2.4

検　査　結　果

表１－81  浄化槽設置基数の推移

表１－82  浄化槽の人槽別設置基数（平成17年度）

表１－83  浄化槽の使用開始検査状況（平成17年度） 
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人 槽
浄化槽の 検 査

適正 概ね適正 不適正
種 別 実施数

件数 （％） 件数 （％） 件数 （％）

5 単独 6, 529 5,848 89.6 298 4.6 383 5.9

～10 合併 4, 061 3,674 90.5 201 4.9 186 4.6

11 単独 2,705 2,458 90.9 137 5.1 110 4.1

～20 合併 1, 548 1,377 89.0 75 4.8 96 6.2

21 単独 6,022 5,293 87.9 427 7.1 302 5.0

～50 合併 1, 904 1,725 90.6 73 3.8 106 5.6

51 単独 1,509 1,291 85.6 135 8.9 83 5.5

～200 合併 1,707 1,571 92.0 71 4.2 65 3.8

201 単独 209 177 84.7 19 9.1 13 6.2

～500 合併 707 595 84.2 80 11.3 32 4.5

501～ 単独 1 1 100.0

合併 243 226 93.0 13 5.3 4 1.6

単独 16,975 15,068 88.8 1,016 6.0 891 5.2
合 計

合併 10,170 9,168 90.1 513 5.0 489 4.8

判定
適 正 概ね適正 不適正 計

年度
57 4,078 62.7% 1,403 22.9% 651 10.6% 6,132 100.0%
58 4,562 70.3 1,106 17.0 821 12.7 6,491 100.0
59 5,062 73.5 1,000 14.5 822 11.9 6,888 100.0
60 5,833 76.5 958 12.6 829 10.9 7,620 100.0
61 6,007 76.7 913 11.7 912 11.6 7,832 100.0
62 6,068 75.5 966 12.0 1,002 12.5 8,036 100.0
63 6,619 74.1 1,128 12.6 1,185 13.3 8,932 100.0

6,744 73.6 1,079 11.8 1,333 14.6 9,156 100.0元
2 7,163 74.1 1,190 12.3 1,306 13.5 9,659 100.0
3 7,623 75.2 1,065 10.5 1,445 14.3 10,133 100.0
4 8,598 79.4 953 8.8 1,274 11.8 10,825 100.0
5 9,178 80.5 911 8.0 1,307 11.9 11,396 100.0
6 9,818 80.9 919 7.5 1,391 11.4 12,128 100.0
7 10,620 82.5 918 7.1 1,321 10.2 12,859 100.0
8 11,239 83.2 920 6.8 1,350 10.0 13,509 100.0
9 11,792 84.0 829 5.9 1,422 10.1 14,043 100.0
10 12,398 84.6 842 5.7 1,424 9.7 14,664 100.0
11 13,052 85.0 815 5.3 1,489 9.7 15,356 100.0
12 13,547 85.7 814 5.2 1,440 9.1 15,791 100.0
13 14,102 87.2 795 4.9 1,275 7.9 16,172 100.0
14 14,734 86.4 871 5.1 1,443 8.5 17,048 100.0
15 17,785 87.8 831 4.1 1,638 8.0 20,254 100.0
16 19,251 88.8 809 3.7 1,621 7.5 21,681 100.0
17 24,236 89.3 1,529 5.6 1,380 5.1 27,145 100.0

検　査　結　果

表１－84  浄化槽の定期検査状況（平成17年度）                                                

表1－85　浄化槽の定期検査状況              
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　　(ｳ)　改善指導等  
　法定検査で「不適正」と判定された1,380基については，各保健所等が立入検査を実
施し，判定結果に基づく改善指導を行いました。 
　不適正と判断された浄化槽については，放流水を採取しＢＯＤの分析を行い基準値を
超えたものについては，文書による指導を行いました。  

　　(ｴ)　浄化槽保守点検業者登録条例  
　浄化槽法第48条の規定に基づいて「鹿児島県浄化槽保守点検業者登録条例」を制定
し，昭和61年４月１日から施行しています。  
　平成17年度末現在，73業者が登録されています。  

            
  (2)　対策 
　　①　ごみ処理  
      ア　ごみ処理広域化計画の策定  

　県内の家庭等から排出されるごみについては，年間総排出量は平成16年度末で約
63.5万ｔで，このうち99.4％の63.1万ｔが市町村によって収集又は直接搬入され，焼却
や破砕処理後に埋立処理されます。  
　また，焼却施設のダイオキシン類については，平成17年度排出濃度自主測定の結果，
廃棄物処理法施行規則に基づく基準値を超える施設（１施設）が見られ，改善が図られ
ましたが，今後とも排出削減に努める必要があります。  

　　イ　ごみ減量化・リサイクルの推進  
　国においては，これまで，廃棄物処理施設整備緊急基本法に基づき，昭和38年度か
ら８次にわたり廃棄物処理施設整備計画を策定し，リサイクル関連施設等の計画的な整
備を進めてきましたが，平成15年６月に改正公布された廃棄物の処理及び清掃に関する
法律に，新たに廃棄物処理施設整備計画に係る規定が設けられたことに伴い，平成15年
10月に，平成15年度～平成19年度を計画期間とし，計画期間中の事業実施目標等を定
めた新たな整備計画を定め，この計画に基づいて，リサイクル関連施設等の整備を推進
しているところです。
　また，平成９年に改正された廃棄物処理法（平成９年６月18日公布）でも廃棄物の
適正な処理の確保とともに減量化・リサイクルがその重点事項となっており，さらに，
容器包装リサイクル法（平成12年４月から），家電リサイクル法（平成13年４月から），
自動車リサイクル法（平成17年１月から）が本格施行されるなど，ごみ減量化・リサイ
クル対策は，消費者，企業，行政が一体となって取り組まなければならない課題となっ
ています。このことから，県としても，21世紀新かごしま総合計画に基づき，ごみ減量
化・リサイクルの一層の推進に努めています。  

　　②　し尿処理  
　県においては21世紀新かごしま総合計画に基づき，県民の日常生活に伴って生ずる
生活排水については，全量処理施設での処理を図るため，施設の整備及び広域的な処理
体制の確立に努めることとしています。  
　また，平成９年度からし尿とともに生ごみをリサイクルする汚泥再生処理センターが，
国庫補助対象となったことから適正処理に加えリサイクルを促進することとしています。  
一方，県民の水洗化指向は根強いものがあり，今後とも浄化槽の設置基数は年々増加し
ていくものと予想されます。  
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　浄化槽は，製造，施工，保守点検，清掃，使用が適正に行われていてこそ，その機能
を発揮するものであることから，設置者，施工業者，維持管理業者等に対する意識の啓
発が不可欠です。  
　こうしたことから，関係団体等との連携を図り，設置者講習会をはじめ，管理者技術
講習会・設備士講習会などの講習会を定期的に実施するとともに，法定検査の励行並び
に立入調査等を通じた維持管理指導に努めることとしています。  
　また，「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」に基づく一般廃棄物処理計画に，生活
排水処理計画を盛り込むことが市町村に義務づけられており，今後，生活排水処理の有
効な施設である合併処理浄化槽の整備を一層推進する必要があります。  

２  産業廃棄物の現状と対策
　産業廃棄物については，発生量は減少し，質的には多様化を示している一方，不法投棄等
の不適正処理がみられ，このことが県民に産業廃棄物の処理に不安を抱かせる原因となって
います。
　また，良好な生活環境を維持し，健全な産業の発展を図るために，排出事業者及び処理業
者に対する監視指導の徹底や管理体制の強化，適正処理についての意識の向上を図るなどの
産業廃棄物の適正処理の推進を図る必要があります。
　平成17年度も各種の産業廃棄物処理対策を実施してきており，その概要については次の
とおりです。  
  (1)  現状 
　　①　産業廃棄物の発生状況  

　平成17年の県内における産業廃棄物の発生量は，8,767千トンと推計されます。 
業種別の排出状況は，表１－86に示すとおり，農業系廃棄物が約5,925千トンで最も多
く，次いで製造業系1,277千トン，建設業系840千トンと続き，以下，鉱業，サービス
業の順となっています。種類別の排出量は，表１－87に示すとおり，動物のふん尿が
5,915千トンで最も多く，次いで汚泥887千トン，がれき類782千トンと続き，以下，廃
酸（焼酎粕など），動植物性残さ，木くずの順となっています。  

　　②　産業廃棄物の処理状況  
　動物のふん尿については，そのほとんどが肥料として利用されており，汚泥やがれき
類等については，中間処理によって約72万トンが減量化され，直接又は中間処理された
後，再利用されるものが約88万トン，最終処分場での埋立や海洋投入による処分量が
約７万トンとなっています。 

　　③　産業廃棄物処理施設の設置状況  
　産業廃棄物の処理施設としては，産業廃棄物の減量化，安定化，無害化等を行うため
の中間処理施設と産業廃棄物を最終的に自然界に戻すための最終処分場などがあり，県
内の施設の設置状況は表１－88に示すとおりであり，中間処理施設が415件，最終処分
場が37件となっています。 
　中間処理施設では，木くず又はがれき類の破砕施設が231件と最も多く，全中間処理
施設の半数以上を占め，次いで汚泥の脱水施設が99件などとなっています。 
　また，最終処分場ではがれき類など安定５品目を埋立てる安定型最終処分場が36件と
そのほとんどを占め，汚泥等を処分する管理型最終処分場は自社専用施設の１件となっ
ています。
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年 度
平成10年度 平成13年度 平成17年度

種 類
農 業 6，549 5，683 5,925
鉱 業 172 170 184
建 設 業 800 1，390 840
製 造 業 1，027 1，153 1,277
運 輸 ・ 通 信 業 4 4 7
電気・ガス・水道業 16 16 17
サ ー ビ ス 業 33 44 70
そ の 他 616 611 447
合 計 9，217 9，071 8,767

年 度
平成10年度 平成13年度 平成17年度

種 類
燃 え 殻 7 7 9
汚 泥 919 1，029 887
廃 油 10 11 16
廃 酸 271 308 532
廃 ア ル カ リ 41 44 31
廃 プ ラ ス チ ッ ク 類 30 28 30
紙 く ず 9 9 6
木 く ず 45 102 114
繊 維 く ず 0 0 0
動 植 物 性 残 さ 315 390 242
金 属 く ず 32 33 51
ｶﾞﾗｽ ,ｺﾝｸﾘ ｰﾄ 41 40 45くず くず及び陶磁器くず
鉱 さ い 148 147 88
が れ き 類 777 1，215 782
ば い じ ん 1 1 0
動 物 の ふ ん 尿 6，533 5，667 5,915
動 物 の 死 体 9 10 6
特 別 管 理 産 業 廃 棄 物 29 30 13

合 計 9，217 9，071 8,767

年 度
平成元年度 平成17年度

処理施設
汚 泥 の 脱 水 施 設 55 99(14)
汚 泥 の 乾 燥 施 設 1 2( 0)
汚 泥 の 焼 却 施 設 5 3( 0)

中 廃 油 の 油 分 分 離 施 設 2 8( 1)
間 廃 油 の 焼 却 施 設 0 3( 0)
処 廃酸・廃アルカリの中和施設 10 13( 2)
理 廃プラスチックの破砕施設 1 13( 2)
施 木くず又はがれき類の破砕施設 - 231（48)
設 廃プラスチックの焼却施設 13 11( 5)

そ の 他 の 焼 却 施 設 0 22( 6)
コ ン ク リ ー ト 固 形 化 施 設 1 1( 0)
シ ア ン の 分 解 施 設 8 9( 0)

小 計 99 415(78)

最 処 安 定 型 最 終 処 分 場 19 36( 11)

分 管 理 型 最 終 処 分 場 3 1( 0)

終 場
遮 断 型 最 終 処 分 場 0 0( 0)

)
小 計 22 37(11)

合 計 121 452(89

表1－８６　産業廃棄物の業種別排出量（推計）　　　　　　　　 （単位：千トン）

表1－８７　産業廃棄物の種類別発生量（推計）　　　　　　　　　　　（単位：千トン）

表1－８８　産業廃棄物処理施設設置状況　　　　　　　　　（単位：件）

（　）は，鹿児島市分で内書



106

年度 平成

元年
8年 9年 10年 11年 12年 13年 14年 15年 16年 17年

業種
収集・運搬 274 663 839 1,018 1,165 1,352 1,520 1,657 1,802 1,914 2,126
中 間 処 分 49 79 106 143 179 186 201 226 252 265 279
最 終 処 分 26 36 37 37 34 32 32 32 32 27 27

計 349 778 982 1,198 1,378 1,570 1,753 1,915 2,086 2,206 2,432

年度 平成

元年
8年 9年 10年 11年 12年 13年 14年 15年 16年 17年

業種
収集・運搬 171 289 319 455 561 638 711 764 820 860 933
中 間 処 分 11 22 26 35 40 46 54 61 66 66 77
最 終 処 分 10 8 8 8 8 8 8 8 6 12

計 192 319 353 498 609 692 773 833 892 936 1,022
10

　④　産業廃棄物処理業の許可状況  
　産業廃棄物は，事業者の責任において適正に処理しなければなりませんが，自らそれを
処理できない場合にあっては，知事等の許可を受けた専門の処理業者に委託して処理する
ことができることとされています。  
　産業廃棄物の処理業者として知事又は鹿児島市長の許可を受けた者（許可の数）は表１
－89，表1－90のとおりであり，平成17年度末で知事の許可が2,432件，鹿児島市長の許可
が1,022件，合計して3,454件となっています。  
　許可の種類別にみると，知事許可，鹿児島市長許可とも収集・運搬業の許可が圧倒的に
多く，合計して3,059件と全許可件数の約89％を占めています。 

表１－89　産業廃棄物処理業の許可状況（１）                          　　     （知事許可分）                  
 

表１－90　産業廃棄物処理業の許可状況（２）                            （鹿児島市長許可分）             
  

           
　(2)　対策  
　　①　鹿児島県産業廃棄物の処理に関する基本方針  

　社会経済活動の活発化に伴って大量に発生する多種多様な産業廃棄物を県民の理解と
信頼を得ながら適正に処理し，良好な生活環境の保全と健全な経済活動の発展を図るた
め，総合的な産業廃棄物行政推進の指針として，平成９年12月に「鹿児島県産業廃棄物
の処理に関する基本方針」を策定しました。  
（主な内容）  
　ア  産業廃棄物の減量化・リサイクルの推進  
　イ  県内完結型の産業廃棄物処理の推進  
　 (ｱ)　県内処理体制の整備等                                                
　　　　ａ 安定型最終処分場の整備促進  
　　　　ｂ 管理型最終処分場の整備推進  
　　      ｃ 中間処理施設の整備促進  
　　      ｄ ミニ処分場の適正化  
　　      ｅ 最終処分を目的とした県外産業廃棄物搬入の抑制  
　 (ｲ)　産業廃棄物処理の適正化  
　 (ｳ)　排出事業者処理責任の確立  
　      (ｴ) 不法投棄対策の推進  
　ウ　普及啓発及び産業廃棄物処理施設に関する情報公開の推進  
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業 種 等 試料名 検体数 事業所

浸出水 26 26
産業廃棄物最終処分場

地下水 2 1

周辺環境影響調査，県外搬入物
地下水，井戸等 22 8

及び緊急事態対応

焼却施設ダイオキシン類調査 ばいじん，燃え殻 14 14

合 計 64 49

　②　鹿児島県産業廃棄物等の処理に関する指導要綱  
　産業廃棄物処理施設の設置に係る問題等に適切に対処するため，平成３年４月１日に
「鹿児島県産業廃棄物等の処理に関する指導要綱」を制定しています。  
（指導要綱の規定内容）  
　ア  産業廃棄物処理施設の設置等に係る事前協議の実施  
　イ  県外産業廃棄物の搬入に係る事前協議の実施  
　ウ　不法投棄対策  
　エ　事故時の措置  
　オ　この指導要綱を遵守しない場合の勧告及び公表  

　③　立入調査及び収去試験  
　金属等（有害物質）を含む産業廃棄物は，環境保全上重大な影響を及ぼすおそれが強い
ことから，最終処分場や焼却施設等については，定期的な立入調査を行った上で処理体制
の把握に努めるとともに，それぞれ浸出水や燃え殻等について収去試験を実施しています
が，今後とも継続してこの立入調査及び収去試験を実施することとしています。　
　なお，平成17年度の収去試験実施状況は表１－91のとおりです。  

表1－91　収去試験実施状況（平成17年度） 

　④　啓発活動  
　産業廃棄物を適正に処理し，生活環境の保全を図っていくためには，排出事業者・処理
業者のみでなく広く県民の理解と協力を得ることが不可欠であることから，講習会，研修
会，広報紙等を通じて産業廃棄物に関する知識の普及に努めることとしています。

　⑤　特定の産業廃棄物対策  
　　ア　家畜排せつ物

　本県における産業廃棄物の発生量の約７割を占める家畜排せつ物については，野積み
や素掘り等の不適切な管理が見られたことから，これらを改善するとともに，有機質資
源としての有効利用を図っていくことが求められています。そこで平成11年の「家畜排
せつ物の管理の適正化及び利用の促進に関する法律」の制定に伴い，県では鹿児島県に
おける家畜排せつ物の利用を図るための計画書を定め，家畜排せつ物の適正な管理・保
管と利用を促進するための取組を推進しています。  

      イ　焼酎粕  
　本県における焼酎粕の処理対策については，通常の汚水処理施設では対応が難しいこ
と，発生量が季節的に大きく変動することなどの問題があり，現在，陸上プラントによ
る処理，海洋投入処分，農地還元などの方法で処理されています。
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　焼酎粕については，有効利用と適正処理の両面から対応策について検討を行い，地域
の諸条件に応じた適正な処理がなされるよう酒造組合連合会を通じて，県内焼酎製造業
者に対し指導しています。　
　なお，平成17酒造年度（７月～翌年６月）では，481千トンの発生量に対して，213千
トンが陸上プラント等，159千トンが海洋投入，72千トンが農地還元，37千トンが飼料
の方法で処理されています。 

　　ウ　医療廃棄物  
　医療廃棄物の処理については，感染性廃棄物処理マニュアル等に基づき，排出事業者
に対して，管理体制の充実，分別の徹底，処理処分の適正化，マニフェストシステムの
実施などの指導を行い，適正処理の推進に努めています。  

　⑥　その他の対策  
      ア　管理型最終処分場の整備推進  

　管理型最終処分場については，現在，埋立が可能なものは県内においては自社専用施
設を除き１箇所もないことから，まずは１箇所，最新の技術によるモデルとなるものを
公共関与により，できるだけ早く整備することとしています。

      イ  再（生）利用，再資源化技術の開発  
　産業廃棄物は，発生形態が複雑で種類も多種多様であることから再（生）利用，再資
源化技術は，未開発，未確定な分野が多くなっています。  
　そこで，より一層産業廃棄物を資源として有効利用し，環境に対する負荷を軽減する
ためには，事業活動の各分野において再（生）利用技術の開発に努めるよう指導すると
ともに，再（生）利用に関する情報の収集・提供に努め，また，これらの技術開発を積
極的に推進します。  

　　ウ　広域処理対策  
　近年，産業廃棄物は県域を越えて移動し，広域的に処理されるものが増加する傾向に
あります。その量，処理について，把握，監視が行えるよう，隣接県等と協力し適正処
理について指導を行います。  

　(3)  公共関与による管理型最終処分場の整備 
　県や市町村，民間団体等の出捐により財団法人鹿児島県環境整備公社を平成６年３月に
設立し，同公社と連携して，管理型最終処分場の整備に向けた取組を行っています。    
処分場の整備を進めるに当たっては，県民に処理施設の必要性や安全性等についての理解
を深めることが重要であることから，県外先進地視察やセミナーの開催など種々の普及啓
発活動を行いました。  

　　　①　先進地視察
　　　　視 察 日：平成17年４月26日～27日，5月27日～28日、7月22日～23日
　　　　参加者数：１２０人（４０人×３回）
　　　　視察先：「新潟県エコパークいずもざき」  
　　　②　産業廃棄物セミナー
　　　　開催日：平成17年７月10日
　　　　開催場所：国分市民会館  
　　      内　　容：①講演　・演題「地域に受け入れられる最終処分場のあり方」
　　　　　　　　　　　　　　講師　福岡大学大学院教授
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　樋　口　壯太郎 氏 
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　　　　　　　　　　　　　・「体験講和～最終処分場・現場からの報告～」
　　　　　　　　　　　　　　　講師　三重県環境保全事業団北勢事務所専門監
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　樫　田　光　仁　氏
　　　　　　　　　②行政説明
　　　　　　　　　③意見交換
　③　管理型最終処分場の模型，パネルの展示
　　　　開催時期：平成15年４月～
　　　　開催場所：かごしま県民交流センター６階「生命と環境の学習館」

３　廃棄物・リサイクル対策の推進  
　大量生産・大量消費・大量廃棄型の社会経済活動や生活様式が定着し，廃棄物の質の多様
化等が進行しています。  
　このような問題を解決するためには，従来のように廃棄物の適正処理を図るのみならず，
廃棄物の排出抑制・再使用・再生利用等を促進する必要があります。  
　このため，廃棄物の減量化・適正処理を促進するとともに，廃棄物を再利用可能な資源と
して捉え，リサイクルを推進することとしています。  
  (1)　一般廃棄物 
　　①　容器包装リサイクルの取組み  

　平成９年４月から容器包装リサイクル法が施行され，県としては，研修会の開催やリ
ーフレット・パネルなどによる啓発活動を行ってきました。  
　平成12年４月から対象品目が10品目となり，平成13年度からはすべての市町村がそ
の市町村分別収集計画に基づいて，何らかの品目の分別収集に取り組み，平成14年度は，
分別収集のより一層の推進を図るため，市町村分別収集計画の見直しが行われました。

      　（表１－92）
　　②　ごみ減量化・リサイクル推進協議会  

　行政や消費者団体だけでなく，流通業者や回収再生事業者，産業界の代表等を構成メ
ンバーとした「鹿児島県ごみ減量化・リサイクル推進協議会」や，ごみ減量等推進研修
会を開催するなど，県民の意識啓発に努めました。また，買物袋の持参など身近なこと
からごみの減量化・リサイクルに取り組む「マイ・バッグ・キャンペーン」を10月1日
から31日までの１か月間実施しました。 

　　③　家電リサイクルの促進  
　平成13年４月から施行された家電リサイクル法に基づく家電リサイクルの円滑な実施
を図るため，市町村を対象とした説明会等による普及啓発に努めるとともに，離島にお
ける収集運搬料金の低減化のため，関係団体と協議しました。  

　　④　自動車リサイクルの促進
　平成17年１月から施行された自動車リサイクル法に基づく自動車リサイクルの円滑な
実施を図るため，ポスター及びパンフレット等により普及啓発を行うとともに10月から
は離島地域における使用済自動車の運搬費用の負担軽減を図るための離島対策支援事業
が開始されました。

　　⑤　リサイクル関連施設の整備  
　国の第８次廃棄物処理施設整備５か年計画その他に基づき，平成17年度は次の市町村
等のリサイクル関連施設の整備に努めました。  

　　　　・　リサイクルプラザ　肝属地区一般廃棄物処理組合（H17～H19) 
　　　　・　粗大ごみ処理施設　鹿児島市（H14～H18）
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（参考）
区 分

平成17年度
平成16年度再商品化量 再商品化量

無色のガラス 2,922 2,817 2,940
茶色のガラス 5,252 4,999 5,302
その他のガラス 1,025 904 1,140
ペットボトル 3,233 3,028 3,239
紙 製 容 器 1,604 1,574 1,726
プ ラ 製 容 器 10,320 10,266 9,458
白 色 ト レ イ 105 106 97
鋼 製 容 器 5,144 5,158 5,867
アルミ製容器 2,169 2,144 2,659
飲料用紙製容器 243 244 274
ダ ン ボ － ル 7,781 8,448 9,289

収集実績量

表１－92  平成17年度分別収集実績          （単位：トン）          
      

　(2)　産業廃棄物 
　　①　多量排出事業者に対する処理計画作成の指導  

　多量の産業廃棄物を排出する事業者に対し，産業廃棄物の減量化やリサイクルその他
の処理に関する計画の作成を指導しました。  

　　②　産業廃棄物の適正処理等についての普及啓発  
　産業廃棄物は生産活動や社会資本の整備などに伴って排出されることから，県民を対
象とした産業廃棄物セミナーや県外視察を実施することにより，産業廃棄物の適正処理
や管理型最終処分場の必要性などについて県民の理解を深めました。  

　　③　産業廃棄物税の導入
　産業廃棄物の排出抑制，減量化，再生利用その他適正な処理の促進を図るため，平
成17年4月1日から導入された産業廃棄物税を活用し，廃棄物の排出抑制・リサイクル
の取組みなどへの支援等を行いました。

鹿児島県産業廃棄物税条例の概要

１　目的
　循環型社会の形成に向け，産業廃棄物の排出の抑制，減量化，再生利用その他
適正な処理の促進を図る施策に要する費用に充てる。 
２　納税義務者 
　県内の焼却施設及び最終処分場に産業廃棄物を搬入する排出事業者及び中間処
理業者 
３　課税客体
　県内の焼却施設及び最終処分場への産業廃棄物の搬入
４　課税標準
　県内の焼却施設及び最終処分場に搬入される産業廃棄物の重量
５　税率
　　焼却施設への搬入        　８００円/トン 
　　最終処分場への搬入　１，０００円/トン
６　税収の使途
　循環型社会の形成に向けた産業廃棄物の排出の抑制，減量化，再生利用その他 
適正な処理の促進を図る施策に要する費用に充てる。          
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４　鹿児島県廃棄物処理計画
　近年，廃棄物の排出量の高水準での推移，最終処分場の残余容量のひっ迫，廃棄物の焼却
施設からのダイオキシン類の発生，不法投棄の増大等，様々な問題が指摘されています。 
　これらの問題を解決するためには，従来の大量生産・大量消費・大量廃棄型の社会の在り
方や国民のライフスタイルを見直し，環境への負荷ができる限り低減される循環型社会の実
現を図ることが必要です。  
　このため，国においては「循環型社会形成推進基本法」，「容器包装リサイクル法」，
「家電リサイクル法」，「自動車リサイクル法」，「建設リサイクル法」，「食品リサイク
ル法」など，循環型社会の形成に向けて様々な法律を整備してきました。  
　「廃棄物処理法」も，平成12年６月に改正され，環境大臣は「廃棄物の減量その他その
適正な処理に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るための基本的な方針」を策定する
こととされました。  
　また，都道府県は，これまでの「産業廃棄物処理計画」に替わり，国の基本方針に即して，
一般廃棄物と産業廃棄物を併せた「廃棄物処理計画」を定めることとされました。  
　本県においては，これまで「鹿児島県産業廃棄物処理計画」（平成11年３月策定）のほか，
「鹿児島県産業廃棄物の処理に関する基本方針」（平成９年12月策定），「鹿児島県ごみ処
理広域化計画」（平成11年３月策定），「鹿児島県分別収集促進計画」（平成12年２月策定，
平成17年７月改定）などを策定し，廃棄物対策を進めてきましたが，これらの計画等との
整合性を図りつつ，改正された廃棄物処理法第５条の３の規定に基づき，平成18年３月に廃
棄物処理計画を定めたものです。

　　（計画期間）  
　　　　平成18年度～平成22年度  

　　（基本的な考え方）  
　　　　○一般廃棄物  
　　　　　◆排出抑制，減量化，リサイクルの推進  
　　　　　◆適正処理及び施設整備の推進  
　　　　　◆普及啓発及び一般廃棄物処理施設に関する情報公開の推進  
　　　　○産業廃棄物  
　　　　　◆排出事業者処理責任の原則の徹底  
　　　　　◆産業廃棄物の排出抑制，減量化，リサイクルの推進  
　　　　　◆産業廃棄物処理施設の整備促進  
　　　　　◆産業廃棄物の適正処理の推進  
　　　　　◆普及啓発及び産業廃棄物処理施設に関する情報公開の推進


